
-平成27年度事務事業実績評価表 政策№ 7 施策№ 71 事業№ 1 1

事務事業名 データ放送システム運営事業
会計 一般会計 実施区分

事業種別 政策 開始 21 終了
H28担当課等名 総務文書課 H28係等名 情報システム係 H27係等名 情報システム係

基本計画上
の位置づけ

政策 7 自立・連携した地域づくり

施策 71 地域情報・課題の相互理解の推進

目
的

対象（誰・何を） データ放送システム

対
象
指
標

指標名及び単位 27年度数値

ケーブルテレビ加入者数（世帯） 17378
意図（どういう状態
にするか）

適切かつ効果的な運用をする

向上させたい上位施
策の成果指標

市政の情報など必要とする情報を充分入手できていると
感じている市民の割合（％）

目
標

種別 指標名及び単位 27年度計画 27年度実績 28年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

成果
指標

データ放送掲載情報件数 1100 1311 1300 -

定性
目標

事
業
概
要

データ放送システムの運用管理
喬木村とシステムを協同運用

事業内容 名称 活動指標

27
年
度
事
業
内
容

１　データ放送システムの運用管理
２　データ放送の在り方・更新を検討【新】

１　システム運用日数
２
　(1) 在り方検討会実施回数
　(2) システム勉強会

１　　　　　　　      365日
２
　(1)　　 　　　　　　 3回
　(2)　　　　　　　　　3回

事業コスト 26年度決算額 27年度予算額 27年度決算額 28年度予算額 特定財源内訳、補足

事業費計（千円）① 4,121 4,715 4,088 17,484 その他
データ放送システム喬木村負担金　1,051千円国庫支出金

県支出金

起債

その他 1,081 1,380 1,051 6,554

一般財源 3,040 3,335 3,037 10,930

人件費計（千円）② 644 822

正規職員所要時間 180 230

臨時職員所要時間

総事業費①+② 4,765 4,715 4,910 17,484

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

結いチャンネルのデータ放送システムに今後の在り方について、庁内及び喬木村の関係課と検討を行い、システム更新という
方向性を見出した。

改革改善
の考え方

①問題
点

既存システムの老朽化に伴い、システム更新を速やかに実施する必要がある。

②改革
提案

新たなメディアとの情報連携ができるシステムを導入し、利用者の利便性の向上を図る。


